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Ⅰ．研究の背景および目的
2012年以降，訪問看護ステーション（以下，St）数が
急増する中で，一定の経営管理能力を有するSt管理者
の量的確保に対する社会的要請は大きい。St管理者の経
営管理の知識はSt経営に直接的・間接的に影響し１）～４），
管理者は経営管理の知識が必要であるが，経営管理の知
識・経験が不足しており５），事業所内に管理者の役割モ
デルを得にくい状況にある６）。
このような状況に対し，効果的に管理実践するための
経営管理行動の手がかりが必要と考える。しかし先行研
究による管理者の経営管理に関する自己評価尺度７）～10）
では，ドラッカー10）等の枠組みをもとに，経営の安定を
導くための経営管理行動の自己評価基準を示す一方，管
理者が経営安定に向けた自分の課題を抽出し，課題解決
のためになすべき行動を導く考え方は示されず，手がか
りを得ることが困難である。
山口ら11）によれば，経営が安定しているStの管理者
は，日々直面する様々な経営状況に対し，経営の危機的
状況を予測し，回避または対処する行動を常に認識し
て，結果的に経営安定を導いていた。そこで，研究者ら
は，経営の危機的状況を予測し，回避または対処する考
え方を枠組みとする経営管理行動指標試案（以下，試
案）を作成した。試案は，管理者が経営安定化に向け，
危機的状況全体を認識し，各々に対し，常に意識すべき
行動（７つの大項目），大項目の実現に必要な行動目標
（25の中項目），および行動目標に向けた行動の例示（66
の小項目）より構成した。中項目をもとに課題を抽出
し，小項目を参照して課題解決のためになすべき行動を
導くような活用を意図した11）。経営の危機的状況は相互
に関連しあっているため，管理者が日々の管理実践の中
で，同時多発的な経営の問題に対処する際，一つの行動
が他の危機的状況を誘導する可能性もある。経営の危機
的状況を回避，またはそれに対処するためには，各々の
危機的状況の解決というよりも，行動を関連付ける必要
がある。そこで，試案の活用には大項目間の関連を示す
必要があると考え，構造図を作成した。
こうした背景に対し，本研究の目的を，試案（ガイド
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本研究の目的は訪問看護ステーション（以下，St）管理者の経営管理行動指標試案（以下，試案）の有用性・実用可能性
を検証することである。試案は，管理者が経営安定化に向け，常に意識すべき行動を示す７つの大項目，大項目の実現に必
要な行動目標を示す25中項目，行動例を示す66小項目より構成し，ガイドブックに７つの大項目の関係を構造図で示し，使
用法を説明した。設置主体・規模の異なる６Stで管理経験５年以下の管理者各１名計６名が試案を３か月間試用し，試用
前後の経営管理行動および認識の変化等をもとに検証した。
全員が大・中項目または小項目をもとになすべきこと，できることとできないこと，日頃の行動の意味を理解し，【自事
業所の管理業務をできる条件を整える】【スタッフの仕事へのモチベーションを維持向上に努める】等の課題に気づき，小
項目を参考に計画を立案した。うち５名は構造図をもとにStの現状および自己の行動から生じる経営の危機的状況とそれ
らの関連性を予測し，対処または予防策を計画し行動し，課題を達成した。実施にともなう負担感はなく，実践の裏付けや
次世代の管理者育成等の有用性と実用可能性の意向を述べた。
以上の結果から試案は管理者に経営の安定化に向けて考えるべきこと（大項目）と行動目標（中項目），具体的な行動例
（小項目）を示すことにより，管理経験の少ないSt管理者の考え方と行動の手がかりとなり，経験知の少なさを補充できる
と考えられ，有用性および実用可能性があると考える。
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ブックを含む）の有用性，実用可能性を検証することと
した。
Ⅱ．研究デザイン
有用性とは，実際の現場で役にたったこと，効果が
あったことを介入後の状況として具体的に示すことであ
る12）。そこで，管理者が試案を試用し，経営管理行動の
手がかりとしたか，試用前に比べて，試用後に多様な経
営状況で両立困難な判断を的確に行い，効果的に経営管
理行動をできたか，管理者のそうした経営管理行動の改
善の結果として，各経営管理行動がもたらす経営状況に
改善があったかを検証することとし，１群事前事後テス
トデザインを用いた。St管理者は多忙であり，時間の余
裕がない13）ため，短時間で，できる限り心身の負担が
なく評価できることが望まれる。有用であっても，実際
の現場で使えることが重要であるため，実用可能性につ
いても検証することとした。
Ⅲ．研究方法
１．研究協力者の選定条件および依頼方法
選定条件を管理者として困難な状況への対応がわから
ない，または，経営管理上の課題を抱えているStの管
理者で，経験が５年以下の管理者および当該施設の常勤
看護師とした。研究者らのネットワークをもとに，熟練
管理者および管理者向けの研修講師としての経験を有
し，広範囲のSt管理者とのネットワークを有する者３
名に選定条件を伝え，選定条件に適合したSt管理者に
研究協力の可能性の有無を打診してもらい，可能性のあ
る者を紹介してもらった。研究者が文書と口頭で研究の
主旨，研究方法について説明し，同意を得られたSt管
理者および当該施設の常勤看護師を研究協力者とした。
２．試案試用方法の標準化の手続き
本試案は，St管理者が単独で活用することを想定し
た。そうした実用に近い条件で検証するために，研究協
力者がガイドブックをもとに試案を試用することとし，
説明は必要最小限にとどめ，研究者は試用過程において
助言等は行わないこととした。
試案の開発の狙いと試用方法をガイドブックに記述
し，中項目を評価し，課題抽出できるように，評価ツー
ルとして経営管理行動評価表を作成した。試案試用開始
時にガイドブックをもとに経営管理行動の構造，および
試案の試用方法を口頭で説明した。 
１）ガイドブックの構成および内容
 　研究協力者が単独で試案を試用できるように，St管
理者のための試案の目的，構成，各大項目・中項目の意
味，大項目の経営安定化に向けた構造図（図１）および
試案の試用方法を記載した。試用方法は，中項目を評価
して課題を抽出し，具体的な行動例を示す小項目を利用
して課題解決のための計画を立案するように示した。
２）経営管理行動評価表の構成
 　試案の中項目を，「５：いつもそうしている」「４：だい
たいそうしている」「３：どちらでもない」「２：あまりそ
うしていない」「１：ほとんどそうしていない」の５段階
で自己評価し，評点を記載する表を作成した。
３．有用性の検証方法
試案が開発の狙い通りに活用されたか否かについて，
試用過程に関するプロセス評価を行った。また，試案が
研究協力施設におけるケアの改善等に有用であったか否
かについてアウトカム評価を行った。
１）試案の試用過程に関するプロセス評価
 　試案が経営管理行動の判断あるいは実施の際の手がか
りとなったかについて，自らの課題解決に向けた計画立
案，実施，評価14）の過程で，管理者としての自己の経営
管理行動に関する課題に気づくことができたか（以下，
課題），試案を活用し，課題解決に向けた計画を立案で
きたか（以下，計画），試案を手がかりに，管理者とし
て適切な経営管理行動を実施できたか（以下，実施），
課題への対処行動の結果はどうであったか（以下，結
果），構造図をもとに経営の危機的状況を回避，または
それに対処することができたか（以下，構造）を評価す
ることとし，試案試用開始時にアクションプランを作成
してもらい，試案試用開始時，１か月後，３か月後に半
構造化面接調査を行い，逐語録を作成し，課題抽出，計
画立案，実施，結果について語られた部分を抽出し，研
図１　訪問看護Stの経営安定化に向けた大項目の構造化
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究協力者ごとに一覧表を作成した。
２）試案試用によるアウトカム評価
 　ミックスドメソッドを適用して妥当性の確保に努め，
以下の（1）－（3）に関し，研究協力者の認識および外部
指標について調査した。
（1 ）試案が経営管理行動の判断あるいは実施の際の手が
かりとなったか
試案試用開始時，１か月後，３か月後，研究協力者に
半構造化面接調査を行い，逐語録を作成し，研究協力者ご
とに，本指標のどの項目を手がかりとして ,どのような判
断，行動を行い，その結果，どのような変化が見られたか
という問いをかけながら，本試案の活用方法および効果に
関する語りを抽出し，要約した。研究協力者ごとに一覧表
を作成した。要約のキーワードに着目し，アウトカムの内
容の類似性・相違性をもとにパターンを導いた。
（2）経営管理行動の実施状況は改善したか
経営管理行動評価表を用いて，試案試用開始時，１か
月後，２か月後，３か月後に自己評価した。
（3）試案試用により経営状況に改善がみられたか
経営状況の改善の目安として外部指標を，①利益率，
②人件費率，③平均単価，④職員１人１か月あたりの訪
問件数，⑤職員１人１日あたりの訪問件数，⑥スタッフ
の定着率，⑦クレーム数，⑧インシデント・アクシデン
ト数，⑨新規受け入れ件数，⑩常勤看護師の職務満足と
した。①～⑨については，試案試用開始時，１か月後，
２か月後，３か月後にデータを収集した。⑩について
は，看護師の職務満足測定尺度15）を用いて，試案試用
開始時と３か月後に質問紙調査を実施した。
これらの外部指標のデータをもとに， 経営状況の改善
を評価した。本論文では，組織情報の保護に関する倫理
的配慮により，常勤看護師の職務満足のみ示した。
４．実用可能性の検証
実用可能性は，用途が簡便であり，実践的であるこ
と，多様な文脈や場に適応できることとした16）。そこで，
用途の簡便さ，実践的であることについては，負担感，
使いやすさ，わかりやすさおよび所要時間17）を，多様
な文脈や場に適応できることについては，研究終了後の
実用に関する意向を検証することとした。試案試用３か
月後に，研究協力者への半構造化面接調査を行った。
５．倫理的配慮
千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会の審査・
承認（承認番号27－129）を得たのち，研究協力者に研究
の主旨，データの取り扱い，個人・組織の情報保護，途中
辞退の保証，自由意思の尊重，調査結果の公表方法等を文
書および口頭で説明し，同意書を得て調査を実施した。
Ⅳ．結　果
１．研究協力施設および研究協力者の概要（表１）
研究協力施設の設置主体は，医療法人２施設，営利
法人３施設，社団・財団法人１施設，計６施設であっ
た。Stの規模は，常勤換算2.8人から10.0人と，小規模か
ら大規模のStであった。設置時期は1993年から2016年
で，急激にSt数が増加した2012年以降の開設が４施設
であった。前任者がいた研究協力者は４名，前任者がい
なかった，または，St開設時に管理者になった者は２名
であった。試案試用開始時のStの収支状況は，黒字３
施設，均衡１施設，赤字２施設であった。
研究協力者の年代は，20歳代１名，30歳代１名，40歳
代１名，50歳代２名であった。St管理者としての経験
（St以外の管理者経験は含まない）は，19.0±12.0か月
であった。管理者研修を受講していない者は４名であっ
た。Stの収支を把握していない者は１名であった。統括
管理者や事務長等の相談・助言者や管理者としての支援
がない者は１名であった。研究協力者の１か月の訪問件
数は20件から200件であった。
以上のように，研究協力施設および研究協力者の特
性は全国と大きな違いはなく５），一定の多様性を確保し
た。
表１　研究協力施設および研究協力者の概要
属　　性
研究協力施設および研究協力者
A B C D E F
??????
設置主体 医療法人 医療法人 営利法人 営利法人 社団・財団 営利法人
設置時期（年） 2016 1993 2014 2013 2002 2009
St管理者の前任
者の有無 なし あり なし あり あり あり
常勤換算数（人） 2.8 10.0 5.5 6.0 5.6 5.5
常勤看護師数（人） 2 9 8 4 4 1
試用開始時のSt
収支の状況 黒字 赤字 黒字 赤字 均衡 黒字
事務職員の有無 あり あり あり あり あり あり
?????
管理者年代 20歳代 50歳代 30歳代 50歳代 40歳代 50歳代
試用開始時のSt
管理者経験 9か月 11か月 10か月 2年6か月 3年2か月 3年
病院管理者とし
ての経験の有無 なし なし なし なし 6か月 2か月
試用開始時St管
理者研修受講の
有無
なし あり なし なし あり なし
収支把握の有無 あり あり あり あり あり なし
管理者への管理業
務への支援の有無
事務長等
相談・助言
統括管理者
相談・助言
本部管理者
相談・助言 なし
本部管理者
相談・助言
統括管理者
相談・助言
都県訪問看護連絡
協議会への加入 加入 加入 加入 未加入 加入 加入
管理者の１か月の
勤務時間（時間） 200～300 146.5 200 170 165 165
管理者の１か月
の訪問件数（件） 200 39 20 45 80～85 60
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２．有用性の検証
１）試案の試用過程に関するプロセス評価（表２）
先行研究17）を参考に試用過程で活用した【大項目】，
〈中項目〉，「小項目」，“語り”を示しながら，試案の試
用過程を示した。
３名が中項目を評価し，課題を抽出した（研究協力者
B・D・F）。２名は，中項目で分からない所は小項目を
参考に抽出した（研究協力者A，E）。１名は，小項目
を評価した後に中項目を評価し，課題を抽出した （研究
協力者C）。全員が大・中項目または小項目をもとに管
理者として自己の課題を抽出した。
研究協力者６名全員が小項目を参考に計画立案し，計
画に沿って実施した。うち５名が計画どおりに実施し，
１名は２か月目以降，十分に行動できなくなった。
構造図の理解に基づく課題抽出および計画立案では，
研究協力者A，B，C，E，Fは経営管理行動の構造を理
解し，研究協力者B，C，Fは課題抽出の際，研究協力
者Aは計画立案の際， 研究協力者Eは試案試用３か月後
の計画立案の際に，大項目の構造図をもとに，課題解決
のための行動にともなって生じうる経営の危機的状況を
的確に予測し，あわせて計画した。
構造図にもとづく計画と実施がみられた研究協力者A
（図２），Fと見られなかったDを対比しながら説明する。
研究協力者Aは，自ら月200件の訪問看護を行い，Stの
管理業務が滞る状況で，大項目Ⅰに関し，〈管理業務に
専念するための時間を確保する〉という課題を抽出し，
「スタッフへの役割委譲，業務委譲を行う」ことを計画
した。計画にあたり，スタッフの業務量の増加に伴う，
モチベーション低下を予測して，「スタッフへの役割委
譲，業務委譲を行う」の際，大項目Ⅳに関し，「業務量
の増加を考慮し，賞与等に反映させる」計画を同時に立
案した。大項目Ⅰに関し，〈管理業務に専念するための
時間を確保する〉ことができるようになった。その結
果，大項目Ⅳに対し，「スタッフとの会話を意図的にと
るようになった」，大項目Ⅴに対し，「初回訪問のチェッ
クリストを作成した」，大項目Ⅶに対し「訪問の結果や
訪問依頼のお礼を意図的に医師やケアマネジャーに伝え
るようになった」。
また，研究協力者Fは，スタッフの離職はStにとって
大きな損失であり，離職を予防するためには労働環境を
整えることが必要であると考え，〈管理業務を確実に行
えるように力量を高める〉ことを課題とした。課題に取
り組んだ結果，大項目Ⅳに関し，〈スタッフが一人で悩
まないようにする〉ために“スタッフ一人一人の行動に
注意し，相談・助言を行った”。大項目Ⅱに関し，〈ス
タッフに経営状況を周知する〉ために“スタッフにSt
の収支を報告するようになった”。大項目Ⅴに関し，〈ケ
アの標準化を促す〉ために“カンファレンスが月に１度
から週に１度になり，早期の課題解決につながった”。
一方，研究協力者Dは，研究協力者A・Fと同様に大
項目Ⅰを課題として認識したが取り組まず，その時点
で，退職の意向を述べていたスタッフに対し，大項目Ⅳ
に関して〈スタッフの仕事意欲を高める〉ことに取り組
んだ。その後，退職が決定したため，大項目Ⅵに関し，
当該スタッフの休暇取得によるスタッフ数の変動に対処
し，利用者数とのバランスをとるために，訪問を再分担
したが，その結果生じうる，スタッフの業務量増加によ
る一連の危機的状況を予測せず，〈スタッフの心身の負
担を軽減する〉ための計画立案・実施はなかった。ま
た，試案が示した大項目Ⅵに関する「利用者数の変動に
対応するためスタッフに一時的な忙しさであることを伝
え，理解を得る」等を行なわず，図１が示すような，大
項目Ⅵの前提として，大項目ⅣおよびⅤに関する経営管
理行動の計画立案・実施は見られなかった。試案試用１
か月後までは，課題に対し，計画に沿って行動していた
が，スタッフの退職に伴い業務多忙になり，計画通りに
行動できなくなった。
以上のように，６名中１名を除き，５名が試案の開発
の狙い通り試用した。
２）試案試用によるアウトカム評価
（1 ）試案が経営管理行動の判断あるいは実施の際の手が
かりとなったか （表２）
管理者としてなすべき行動が明確になった（研究協力
者A，C，F）。管理者としてやるべきことの全体像をも
図２　研究協力者Aにおける評価・課題抽出・実施の
手がかりとしての試案・構造図の活用 
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表２　試案試用のプロセス評価およびアウトカム評価 
研究協力者A
◆プロセス評価：中項目で判断できないことを小項目で確認しながら評価した。管理者は訪問業務により，管理の時間が取れず，管理業務が滞っており，訪問業務と管理業務
の２つの時間確保が課題であり，目標設定した。課題を【管理業務に専念するための時間を確保する】（3.0±1.0）とした（課題）。試案の大項目に沿って，小項目を実践とし
て「管理業務の時間を確保する」計画を立案した（計画）。計画立案時，「管理業務の時間を確保する」ために「スタッフへの役割委譲，業務委譲」を計画するにあたり，ス
タッフの業務量が増加し，それによりスタッフのモチベーションが低下する可能性があると予測した。この予測から，「スタッフへの役割委譲，業務委譲」の際，【スタッフの
仕事へのモチベーションを維持向上に努める】ため，「業務量の増加を考慮し，ボーナス等に反映させる」という計画を同時に立案した（構造）。１か月目は多忙で計画通りで
きなかったが，２か月目以降は計画通りを実施した（実施）。管理業務の時間の確保ができるようになった。管理業務の時間が確保できるようになり，スタッフとの話す機会
を意識的にとるようになった。初回訪問のチェックリストを作成した。訪問結果や訪問依頼のお礼を意図的に医師やケアマネジャーに伝えるようになった（結果）。
◆アウトカム評価：試案から自分ができていないことや補足をしなければいけないことに気づき，管理者がなすべき行動の全体が見えてきて，自分の意識にないが大事な行動
がわかった。管理経験が浅く，試用開始時に管理者としてとるべき行動がわからなかったが，経営管理行動評価を月に一度の振り返りとして試用し，自己評価からの課題と事
務長等から課題として指摘されていたことが一致し，自分自身の課題に対し，納得して行動できるようになった。経営管理上の課題や行動に対する適切な自己評価ができるよ
うになった。定期的に振り返りを行うことで，行動の改善が早まった。管理者としてなすべき行動が明確になり，大項目７項目を常にとらなければならない行動として意識し
行動できるようになった。管理者として力量があがったと感じていた（手がかり）。
【管理業務に専念するための時間を確保する】（3.5±0.9）（経営管理行動の改善）
研究協力者B
◆プロセス評価：評価が３の項目が課題だろうと考えた。モチベーションや労働意欲を高める対応について模索状態であり，【スタッフの仕事へのモチベーションの維持・向
上に努める】を課題とした（3.7±0.5）（課題）。小項目の具体例が計画立案に役に立ち，計画立案の段階で小項目を全部読み，キーワードを選択して自分の言葉に直し計画立
案した（計画）。計画立案時，新規利用者に重症者やターミナルの利用者が多く，繁忙と閑散を短期にくり返す状況からスタッフが，業務が煩雑なだけでやりがいがなく，ス
タッフのモチベーションが低下すること，スタッフのモチベーションが低下することで離職の可能性があると予測した（構造）。小項目を読み返し，計画を実践した（実施）。
スタッフは新規の依頼を全部積極的に受け持ち，カンファレンス，ヒヤリハットの検証も積極的に事例を出す等の状況から，モチベーションは維持・向上したと判断した。課
題に取り組んだ結果，スタッフのモチベーションは，維持・向上し，離職は起こらなかった（結果）。
◆アウトカム評価：計画実施時，経営管理行動をとる際に，行動の裏づけや参考にしながら，繰り返し行動を実践した。試案と構造図を３か月試用し，大項目・中項目に示さ
れた行動により危機的状況を回避できると理解でき，経営管理の構造を理解することで，試案全体を概観し実践に結び付けることができるようになった（手がかり）。【スタッ
フの仕事へのモチベーションの維持・向上に努める】（4.0±0）（経営管理行動の改善）
研究協力者C
◆プロセス評価：小項目を評価してから，中項目を評価した。点数の低いところに取り組もうと考え，【スタッフの仕事へのモチベーションの維持・向上に努める】を課題と
した（3.0±0）（課題）。課題抽出時，スタッフの離職が多く，離職を防止するにはスタッフの定着率を上げるため，スタッフのモチベーションの維持・向上に努める必要があ
ると考えた（構造）。小項目を参考にして，自分の言葉で自分の行動目標・計画立案とした（計画）。実際に取り組むきっかけ，根拠となり行動した（実施）。職場環境がよく
なったが，新人の対応が中心となり，全体への対応が不十分であったと感じていた（結果）。結果としてスタッフは定着したが，スタッフの定着継続のためには，給与等支出
が増大し，支出に見合った収入が必要であることを予測し，収入を確保するため新規依頼獲得の営業を行うようになった（構造）。
◆アウトカム評価：小項目に示された行動例は，母体法人の先輩管理者等からも助言を得て，大切と理解していたが，漠然とした重要性の認識であった。業務多忙だと分かっ
ていても行動できない。必要性を感じても漠然と大切だと思うだけでは行動に至らない。経験豊富な管理者の意見からできた試案と管理者自身の意見が一致したことで自信が
持てるようになった。実際に取り組むきっかけや実践の根拠になった。試案試用により管理者としての行動の根拠となり，計画を実行することができた。必要性や大項目間の
関係を再認識し，理解できるようになった。中項目で評価し，自分自身の経営管理行動の傾向がわかり，大項目レベルで理解できると工夫し，適切な行動を考えられるように
なった（手がかり）。
【スタッフの仕事へのモチベーションの維持・向上に努める】（4.7±0.5）（経営管理行動の改善）
研究協力者D
◆プロセス評価：中項目で経営管理行動のできていない行動を確認した。【自事業所の管理業務をできる条件を整える】は評価が低く，課題として取り組みたいと感じながら，
スタッフで離職意向を示す者があり，課題として取り組めると考えた【スタッフの仕事へのモチベーションの維持・向上に努める】（4.0±0）を選択した（課題）。計画立案の
際には，試案を見ながら，文言を状況に合わせ修正した（計画）。試用開始１か月は，試案を参考にして行動したり考えたり，試案の大項目を日々意識しながら実施した。２
か月目以降，スタッフの離職が決定し，多忙になり計画通り行動できなくなった（実施）。スタッフの仕事へのモチベーションについては，変化がなかったと感じていた（結
果）。スタッフの離職が決定し，有給休暇を取得したため，離職予定スタッフ分の訪問を管理者自身と他のスタッフに振り分けたが，スタッフの業務量の増加に伴い，スタッ
フのモチベーションの低下やケアの質の低下は予測しなかった（構造）。
◆アウトカム評価：試案に書かれた意図と行動が重要だと理解し，試案の項目を意識するようになった。スタッフの志気を高めるため管理者の経営管理行動が重要であるとわ
かり，必要だと感じながらも，構造図の理解が不十分であり，経営管理行動をとらなくても危機的状況に陥らないと考えていた。そのため，試用開始１か月までは，抽出した
課題に対して計画した行動をとっていたが，業務に追われ時間がない中で，計画通りに行動できなくなった（手がかり）。
【スタッフの仕事へのモチベーションの維持・向上に努める】（4.0±0）（経営管理行動の改善）
研究協力者E
◆プロセス評価：小項目も含めて中項目を評価した。新規の利用者の依頼が激減し，利用者数が確保できず，経営が黒字であるが安定しないため，【利用数を確保・維持する】
（4.0±0）を課題として挙げた（課題）。小項目と中項目を活用し目標・計画立案した（計画）。計画通りに実施した（実施）。新規依頼を増やすための行動を３か月とったが，
新規依頼件数は試用開始時と変わらなかった（結果）。試用３か月後，新規利用者数が増えないことから，スタッフのモチベーションを上げることで，ケアの質が向上し，ケ
アの質が向上することで，新規利用者を確保できると予測した。また自Stの強みを作ることで新規利用者数を増やすことができると予測し，計画立案した（構造）。
◆アウトカム評価：試案を試用し，１か月ごとに評価をすることで自らの行動を振り返る機会になった。７つの項目を常に見て行かなければいけないという認識を持った。管
理者は，スタッフ，会社を守るものであり，そのために指標は重要であると認識に至った（手がかり）。
【利用数を確保・維持する】（4.7±0.5）（経営管理行動の改善）
研究協力者F
◆プロセス評価：経営管理行動評価により管理者として評価が１，２の部分の一番多い項目である【自事業所の管理業務をできる条件を整える】を課題とした（1.8±0.4）（課
題）。育てたスタッフが辞めることはStにとって大きな損失であり，離職を予防することが重要であり，そのために労働環境を整えることが必要であると考えた。働きやすい
職場をつくるためには，管理者自身のマネジメント能力が不足していると考えた（構造）。計画立案の際に小項目を参考にして計画立案した（計画）。計画をもとに小項目を
確認しながら，参考にして行動した（実施）。課題に取り組んだ結果，管理者として行動することを意識するようになった。スタッフ一人一人の行動に注意し，相談・助言を
行った。スタッフにStの収支を報告するようになった。カンファレンスが月に１度から週に１度になり，早期の課題解決につながった（結果）。
◆アウトカム評価：自分の行動を数値化することで課題が見えやすくなった。運営上で必要な行動だが，はっきり認識できていなかったが，試案を試用することで，今まで管
理者として意識して行動していなかったことに気づき，管理者の行動を意識しながら，管理者の自覚を持って行動することで経営管理に関する視点も変化した。管理者として
の土台作りとして参考になり，行動の裏付けとなった（手がかり）。
【自事業所の管理業務をできる条件を整える】（2.5±0.5）（経営管理行動の改善）
課題：課題への気づきへの試案の適用　　　　　計画：計画立案への試案の適用　　　　　実施：計画の実施への試案の適用　　　　　結果：行動の結果
構造：構造図の理解に基づく課題抽出および計画立案　　（   ）内の数値は，試案各項目の評点の５段階評価の平均値
手がかり：試案が経営管理行動の判断あるいは実施の際の手がかりとなったか　　　　　　経営管理行動の改善：経営管理行動の実施状況が改善したか
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とに，定期的に振り返りを行うことで，経営管理行動の
改善が早まり，経営管理上の課題や行動に対する自己評
価と他者評価が合致するようになり，助言を受けた課題
に対し，自分自身の課題として納得して行動できるよ
うになった（研究協力者A，C）。今まで管理者として，
意識して行動してこなかったことに気づき（研究協力者
A，F），自分の弱点を把握できた（研究協力者C）。管
理実践に取り組むきっかけや管理実践の根拠となった
（研究協力者B，C，E，F）。
以下に事例を示す。
試案試用前，小項目に示された行動例に関し，母体法
人の先輩管理者等からも助言を得て，大切と理解してい
たが，漠然とした重要性の認識であった。今回，試案に
示された行動を繰り返し実践する中で，自分が行ってい
る行動の意味と重要性を納得することができた。試案で
は小項目が系統的にまとまって示され，行動の意味や何
のために必要なのかが示されているので，系統的に思考
をまとめるのに役立ち，行動の裏づけや参考として，行
動の際の自信につながった（研究協力者C）。
また，試用中に課題【利用者数を確保・維持する】へ
の取り組みによる効果が上がらなかった経験をもとに，
【スタッフの仕事へのモチベーションの維持・向上に努
める】ことにより【ケアの質を保証する】ことで【利用
者数を確保・維持する】計画を立案した （研究協力者E）。
【自事業所の管理業務をできる条件を整える】ことを課
題として取り組み，勤務時間を調整し，定期的なミーティ
ングの時間を確保した。研究協力者，看護師共にSt内の
問題やケアの課題の解決が早まったと感じ，他の経営管
理行動への影響等，重要性を理解した（研究協力者F）。
以上のように，試案の開発の狙い通り試用した５名は，
試案が経営管理行動の判断の手がかりあるいは根拠と
なった。
（2）経営管理行動の実施状況は改善したか（表３）
研究協力者Aは大項目Ⅰに関し，〈管理業務に専念す
るための時間を確保する〉，研究協力者B，C，Dは大項
目Ⅳ，研究協力者Eは大項目Ⅶ，研究協力者Fは大項目
Ⅰに関し〈管理業務を確実に行えるように力量を高め
る〉を課題とした。これらの課題に関し，研究協力者
A，B，C，E，Fは，各課題が位置づけられた大項目内
の中項目の自己評価（平均値）が向上した。一方，研究
協力者Dは，課題である大項目Ⅳの評価に変化はなかっ
たが，５つの大項目の評価が低下した。
（3）試案試用により経営状況に改善がみられたか
表４に試案試用開始時と３か月後における各研究協力
施設における常勤看護師の職務満足の平均点の変化を示
した。
研究協力者A，Fは大項目Ⅰを課題とし，“スタッフ
との話す機会を意識的にとるようになった” （研究協力
者A），“定期的にミーティングの時間を確保できるよ
うになった”（研究協力者F）ことで課題解決が早まり，
常勤看護師の職務満足はともに向上した。
研究協力者Bは大項目Ⅳに関し，課題に取り組み，常
勤看護師の職務満足は94.0±10.9から99.8±15.8に向上
した。
研究協力者Cは，新人への教育やモチベーションの向
上への対応が中心となり，新人以外のスタッフへの対応
が不十分であったと述べた。常勤看護師の職務満足は
102.8±4.5から101.2±15.8に低下した。
研究協力者Dは，常勤看護師のモチベーションの
低下はないと考えていたが，常勤看護師の職務満足は
101.2±15.8から86.0±16.8に低下した。
研究協力者Eは大項目Ⅶを課題としたが，試案試用３
か月後のデータ収集時，系列Stの応援に出ており，ス
タッフのモチベーションの低下を懸念していた。常勤看
護師の職務満足は112.5±9.1から105.0±9.8に低下した。
表３　経営管理行動指標の試用前・後における実践状況
（大項目内の中項目に関する５段階評価評点の平均点と標準偏差）
研究協力者
大項目 A B C D E F
Ⅰ
自事業所の管
理業務をでき
る条件を整え
る
開始時  3.0±1.0 3.8±0.4 4.0±0.0 3.5±0.5 3.0±1.0 1.8±0.4
３か月後  3.5±0.9 4.0±0.0 4.5±0.5 3.0±1.0 4.5±0.5 2.5±0.5
Ⅱ
自事業所の環
境変化を予測
して事業計画
を立案・実施
し，経営状況
を正確に把握
して対応する
開始時  2.8±1.0 4.2±0.4 3.8±0.4 3.6±0.5 4.0±1.1 1.0±0.0
３か月後  3.0±0.6 4.4±0.5 4.2±0.4 3.8±0.4 4.0±0.6 2.0±0.0
Ⅲ
自事業所に必
要な人材を確
保する
開始時 3.3±0.9 3.0±0.0 4.0±0.0 4.3±0.5 4.0±0.8 3.0±0.0
３か月後  3.3±0.5 4.0±0.0 5.0±0.0 3.3±0.5 4.3±0.5 3.0±0.0
Ⅳ
スタッフの仕
事へのモチ
ベーションの
維持・向上に
努める
開始時 3.3±0.5 3.7±0.5 3.0±0.0 4.0±0.0 4.0±0.0 3.0±0.0
３か月後 4.0±0.0 4.0±0.0 4.7±0.5 4.0±0.0 3.7±0.5 3.7±0.5
Ⅴ
ケアの質を保
証する
開始時  3.4±0.8 3.6±0.5 4.0±0.0 4.2±0.4 4.6±0.5 3.0±0.6
３か月後  3.6±0.5 4.0±0.0 4.8±0.4 3.4±0.5 4.2±0.4 2.6±0.5
Ⅵ
日々の活動の
効率を上げ，
利用者数とス
タッフ数の急
な変動に対処
する
開始時  4.0±0.0 3.5±0.5 5.0±0.0 4.5±0.5 4.5±0.5 3.0±0.0
３か月後 3.0±0.0 4.0±0.0 4.0±0.0 4.0±0.0 4.0±0.0 3.0±0.0
Ⅶ
利用者数を確
保・維持する
開始時 3.3±0.9 4.3±0.5 4.0±0.0 5.0±0.0 4.3±0.5 4.0±0.0
３か月後 4.0±0.0 4.7±0.5 5.0±0.0 4.3±0.5 4.7±0.5 2.7±0.5
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３．実用可能性の検証
１）負担感，使いやすさ，わかりやすさおよび所要時間
試案の文言で一部わからないところがあったが，ガイ
ドブックを確認した結果，文言の意味が理解でき，３か
月間の試用に問題はなかった（研究協力者A，E）。研
究協力者B，D，Fは，わかりづらさはなかったと述べ
た。
すべての研究協力者が試案を評価して課題を導き，試
案を試用して計画を立案するという試案の試用方法につ
いては簡便で使いやすいと述べた。
試案試用開始時に，試案の理解を含め評価から計画立
案まで約２～３時間を要し，負担を感じる管理者もいた
が（研究協力者A，B，E），試用するうちに所要時間が
短くなり，負担感は軽減した。２名は特に負担感を感
じていなかった（研究協力者C，F）。一方，研究協力者
Dは，常に大項目を意識し，行動することの負担が大き
く，評価や計画立案を時間外や休日に行わなければなら
ず，負担感が大きかった。
２）研究終了後の実用に関する意向
研究協力者Aは，試用過程で，毎月の管理者としての
行動の振り返りとともに，運営上の問題に対し，試案を
見て原因を探るようになり，日々の活動のモニタリング
に活用していた。次世代の管理者を育成する際に管理者
の意図と行動を説明するツールとして活用したい，ス
タッフに管理者の行動を説明する際に活用したいと述べ
た。
研究協力者B，C，Eは，試案の重要性を理解し，今
後も活用したいと述べた。研究協力者Fは，同組織内の
複数のSt管理者に試案の活用を勧めると述べ，５名が
実用の意向を示した。
Ⅴ．考　察
研究協力者６名中５名が，試案を意図した活用方法に
即して試用し，定期的に振り返りを行うことで経営管理
行動の改善が早まり（研究協力者A），試案が管理実践
の根拠となった（研究協力者B，C，E，F）。自らの管
理実践を振り返り，教訓を得て，次の経営管理行動の根
拠としたことから，本試案は，研究協力者の管理実践に
関する経験学習支援の効果があったと考える。また，経
営管理行動の構造図をもとに，経営安定化に向けた大項
目の内容と相互の関連を理解し，自己の計画あるいは実
施の内容による新たな経営の危機的状況を予測し，予防
または回避かつより効果的な解決策を導き，経営管理行
動を改善した（研究協力者A，B，C，E，F）。したがっ
て，Stの経営安定化に向けて，予測的な判断・行動を促
したと考える。以上より，試案は一定の有用性があると
考える。以下にこうした試案の有用性の要因，さらに実
用可能性について考察する。
１．St経営の安定化に向けた経営管理行動の考え方と
具体例を体系的に示したことによる経験学習支援
St管理者研修を受講していない５），あるいは職場内に
役割モデルを得られないSt管理者６）は，管理者として
どのような行動をとればよいかわからない状況にある。
活用できた５名中３名は，管理者研修を未受講であった
が，試案の大項目により，経営管理行動の全体像を把握
し，中・小項目により管理者としてなすべき行動と意図
を理解できたと考える。ついで，管理者としてなすべき
行動と意図を理解した上で，中項目あるいは小項目を評
価することにより，実践していること・いないことに気
づき，なすべき行動と自らの実践行動の差から管理者と
しての課題や弱点に気づくこと18）ができたと考える。ま
た，６名の研究協力者は，本試案の使用により自分の課
題に対して，小項目を参考にして，解決行動を導くこと
ができた。St管理者は，一つの課題を解決するために，
利用者，スタッフ，あるいは連携機関，設置主体に働き
かける必要があり，順序性や時期，働きかける対象との
関係性を考慮する必要がある。試案では大・中項目の枠
組みに対する小項目として，誰に何を狙って働きかける
かについて，具体的な行動を例示した。経営管理の初心
者として，例示は複雑な状況で必要な経営管理行動を判
断する手がかりとしての実用性を高めたと考えられ，６
名中５名の大項目における中項目の〈行動目標〉の自己
評価の評点が向上し，経営管理行動の改善がみられたと
考える。
初心者は，仕事のスキルや態度等の実践知を取得する
ため，意図的にモデルを選択し，適切な行動がとれるよ
う観察学習を行う19）。研究協力者A，Cは前任者がいな
い状況でも，大・中・小項目により，観察学習におい
て，モデルから行動の意図や解決方法に関する情報を得
ることと同じ効果を得たと考える。さらに，研究協力者
は，試案を根拠として，繰り返し実践しながら自信を得
表４　各Stの常勤看護師の職務満足15）の平均点と
標準偏差
研究協力施設 試用開始時 試用３か月後
A 95.0± 9.0 96.0± 2.0
B 94.0±10.3 99.8±15.8
C 102.8± 4.5 101.2±15.8
D 101.2±15.8 86.0±16.8
E 112.5± 9.1 105.0± 9.8
F 105.0±14.0 106.0±11.0
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た。あるいは課題に関し，うまくいかなかった経験をも
とに，改善計画を立案した。研究協力者は，試案をもと
に定期的に自己の経営管理行動を評価し，経験学習を展
開したと考える。経験学習は，既存の理論と自らの体
験から感じ取った自分の考えを比べながら概念化して
いく20）。試案は，経験学習過程で，研究協力者が小項目
の「行動例」をもとに，的確な経営管理行動の選択肢を
増し，経験を重ね，中項目の〈行動目標〉を拠り所とし
て自らの経験を振り返り，行動の効果を評価し，意味づ
け，教訓を得る過程を促進したと考える。
開発時点では，管理者が中項目をもとに自分の課題を
抽出し，課題を解決するために小項目を参照し，行動を
導くような活用方法を意図した11）。今回，小項目を評価
した上で，中項目を評価するという評価方法がみられた
ことは，経験の少ない研究協力者が，行動の意味を理解
するために，試案が活用されたことを示すと考える。し
たがって，試案は経営管理の考え方と行動について，系
統的に行動の意図から具体的な行動に関する手がかりを
示すことにより，経験の少ない管理者が，必要な行動と
経営安定化における意味，多様な状況における行動の全
体像を理解するための経験学習20）を支援したと考える。
２．Stの経営安定化に向けた経営管理行動の構造化に
よる予測的な判断・行動の促し
研究協力者Aは，大項目Ⅰに関し，「スタッフへの役
割委譲，業務委譲」を計画した。計画にあたり，スタッ
フの業務量が増加し，スタッフのモチベーションが低下
する可能性があると予測した。スタッフ一人当たりの業
務量が増加すると，心理的・身体的に仕事の負担感が強
くなり21），スタッフのモチベーションが低下する可能性
がある22）。研究協力者Aは，病院・Stの管理経験がない
中で，構造図をもとに管理者に求められる予測的な判
断・行動の考え方を理解し，実践できたと考える。研究
協力者Fをはじめ，他の研究協力者も同様に，経営管理
行動相互の関連性を理解し実践できたと考える。以上の
ように，５名の研究協力者は，構造図をもとに，一つの
解決策を検討し，対処する際，新たな経営の危機的状況
を引き起こす可能性を予測し，危機的状況を回避できた
と考えられ，構造化が有用性の一因と考える。
構造化にあたり【自事業所の管理業務をできる条件
を整える】を他の行動の基盤として布置した。福井ら23）
は，管理者の訪問件数が多いStの収益が，より高いと
報告している。一方，管理業務に専念できない困難感も
みられる13）。研究協力者A，Fは，【自事業所の管理業務
をできる条件を整える】ことにより問題解決が早まった
等の効果を認識した。先行研究では，【自事業所の管理
業務をできる条件を整える】ことを役割行動の基盤とし
て示していない９），10）が，本試案において，経営の安定
化に向けた諸行動の基盤として示したことで，研究協力
者A，Fは，管理業務の時間を確保し，経営の安定化に
重要なスタッフへの働きかけの諸行動を実施し，経営管
理行動が改善した。一方，研究協力者Dは，管理業務
の時間を確保できず，スタッフの状況の把握も困難にな
り，経営の危機的状況が生じた。したがって，構造図に
基盤となる行動として【自事業所の管理業務をできる条
件を整える】を明示したことは，自らも訪問看護を提供
する中で，管理業務に専念できないSt管理者固有の状
況に対し，重要と考える。
３．試案の実用可能性
新人St管理者５名はガイドブックをもとに単独で試案
を試用したが，経営管理行動の改善がみられ，効果を認
識し，負担感はみられなかった。また，５名は今後の活
用の意向と具体的な活用方法を述べた。したがって，一
定の範囲の多様な現場で，実用可能性があると考える。
Ⅵ．今後の課題
試案の活用方法として，小項目の行動の実践の有無か
ら自己の経営管理行動の特性と課題を捉える，あるい
は，大・中項目をもとになすべき行動を理解し，課題を
検討するという２類型がみられたことから，活用の一般
性を高めるように，関係者のより広範囲な活用方法をガ
イドブックに示す必要があると考えた。
Ⅶ．結　論
試案は，事業所内にモデルや評価的支援者がいない状
況でも，新人St管理者が単独でガイドブックを活用し
ながら使用する条件で，自らのなすべき経営管理行動を
理解し，経営管理行動を振り返り，教訓を得ることがで
き，経験学習および自己教育を支援することにより，経
営管理行動の改善に対する有用性および実用可能性があ
る。
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VERIFICATION OF THE EFFICIENCY AND FEASIBILITY OF THE TENTATIVE INDICES OF 
BUSINESS MANAGEMENT BEHAVIOR FOR MANAGERS OF VISITING NURSING STATIONS 
THAT FOCUS ON PREVENTION OF MANAGERIAL CRISIS SITUATIONS
Kinuyo Yamaguchi＊1, Teruko Yoshimoto＊2
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 This study investigated the efficiency and feasibility of tentative indices of business management behavior （draft） 
for managers of visiting nursing stations. The draft consists of 7 behaviors （categories） to achieve stable management, 
25 behavior goals （subcategories） necessary to realize the behaviors, and 66 example behaviors （sub-subcategories）. In 
a guidebook, we outlined the relevance of the 7 categories in a structure diagram and explained how to use the draft. 
The draft was trialed for 3 months by 6 managers from 6 stations with <5 years of experience. Changes in business 
management behavior and awareness were measured before and after the trial.
 All managers understood what they should, could, and could not do based on the categories, subcategories, and 
sub-subcategories, as well as the significance behind everyday behaviors. They found challenges such as “developing 
conditions to ensure station management” and “commitment to maintaining and improving staff member motivation”. 
They then devised a plan based on the sub-subcategories.
 By referencing the structure diagram, 5 managers identified managerial crises that could arise from the current 
state of their stations and their own behaviors, made a plan to address or prevent issues, took action, and ultimately 
overcame their challenges. They did not feel burdened by implementing the draft; they supported practical experience 
and training the next generation of managers.
 The draft guided station managers inexperienced in management by indicating behaviors for stable management, 
behavior goals, and example behaviors. As the draft seems able to compensate for inexperience, we conclude it to be 
efficient and feasible.
